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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第16期

第２四半期連結
累計期間

第17期
第２四半期連結
累計期間

第16期

会計期間
自 平成26年４月１日
至 平成26年９月30日

自 平成27年４月１日
至 平成27年９月30日

自 平成26年４月１日
至 平成27年３月31日

売上高 （千円） 5,960,180 11,166,324 12,781,453

経常利益 （千円） 450,500 573,533 1,123,127

親会社株主に帰属する四半期

（当期）純利益
（千円） 254,587 295,763 590,226

四半期包括利益又は包括利益 （千円） 271,933 372,849 624,901

純資産額 （千円） 3,981,506 5,415,442 5,163,355

総資産額 （千円） 7,468,216 12,537,346 12,274,551

１株当たり四半期（当期）純

利益金額
（円） 14.53 16.79 33.62

潜在株式調整後１株当たり四

半期（当期）純利益金額
（円） 14.17 16.41 32.78

自己資本比率 （％） 53.0 36.2 35.1

営業活動によるキャッシュ・

フロー
（千円） 81,137 41,081 534,675

投資活動によるキャッシュ・

フロー
（千円） △212,338 △387,160 1,236,390

財務活動によるキャッシュ・

フロー
（千円） 231,358 474,684 1,069,144

現金及び現金同等物の四半期

末（期末）残高
（千円） 1,737,422 4,601,120 4,472,542

 

回次
第16期

第２四半期連結
会計期間

第17期
第２四半期連結
会計期間

会計期間
自 平成26年７月１日
至 平成26年９月30日

自 平成27年７月１日
至 平成27年９月30日

１株当たり四半期純利益金額 （円） 8.54 13.45

（注）１ 当社は四半期連結財務諸表を作成しているため、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載してお

りません。

２ 売上高には、消費税等は含まれておりません。

３ 「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号　平成25年９月13日）等を適用し、第１四半期連結累

計期間より、「四半期（当期）純利益」を「親会社株主に帰属する四半期（当期）純利益」としておりま

す。
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２【事業の内容】

 当第２四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要

な変更はありません。

　また、主要な関係会社の異動は、以下のとおりであります。

（情報サービス事業）

　当社の連結子会社であるニュートラル株式会社と日本ユニテック株式会社は、平成27年４月１日付にてニュートラ

ル株式会社を存続会社とする吸収合併を行っております。

　また、当第２四半期連結会計期間において、センスシングスジャパン株式会社を新たに設立したため、連結の範囲

に含めております。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

 当第２四半期連結累計期間において、新たな事業等のリスクの発生、または、前事業年度の有価証券報告書に記載

した事業等のリスクについての重要な変更はありません。

 

２【経営上の重要な契約等】

　当社は、平成27年７月10日開催の取締役会において、センスシングスジャパン株式会社を設立し、同社がイデア

クロス株式会社（本社：東京都中央区 代表取締役 中嶋 公栄）から一部の事業を譲り受ける旨を決議し、同社

は平成27年７月21日付けで事業譲受契約を締結しました。なお、平成27年７月31日に事業を譲り受けております。

　詳細につきましては、「第４　経理の状況　１.四半期連結財務諸表　注記事項（企業結合等関係）」に記載の

とおりであります。

 

３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループが判断したものであります。

　なお、第１四半期連結累計期間より、「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号　平成25年９月13日）

等を適用し、「四半期純利益」を「親会社株主に帰属する四半期純利益」としております。

 

 (1）業績の状況

 当第２四半期連結累計期間における我が国経済は、一部に弱さもみられるものの、緩やかな回復基調が続いてい

ると思われます。当面、雇用・所得環境の改善が続く中で、引き続き緩やかに回復していくことが期待されていま

す。ただし、海外景気の下振れ等、景気を下押しにするリスクに注意が必要と考えられます。

　情報サービス産業では、第166回全国企業短期経済観測調査（日銀短観）によると、2015年度のソフトウエア投

資計画額は、「中小企業」の区分では弱さが見られるものの、「大企業」「中堅企業」区分では、それぞれ前年度

比3.2％増、5.1％増となっています。一方、経済産業省の特定サービス産業動態統計調査（８月分）によると、

「受注ソフトウエア」についての売上高実績は、この１年以上の間、前年同月を上回っており、これらを勘案する

とこの先も一定程度のソフトウエア投資が見込まれるものと考えられます。

　このような状況の下、当社グループは、技術力世界一を目指しつつ、最新のコンピュータ技術を駆使し情報サー

ビス事業を通じて、お客様企業の業務を変革するサービスの提供を行うとともに、半導体事業を通じて、モノづく

りを支える半導体製造装置の保守・メンテナンスサービスの提供を行ってまいりました。年度初めである第１四半

期においては例年、お客様企業のソフトウエア投資が鈍化する傾向にありますが、本年度は第１四半期から概ね堅

調であったこともあり、当第２四半期連結累計期間においても堅調でありました。

 平成27年１月１日より、株式会社デジタルメディア研究所（以下デジタルメディア）が当社の100％子会社とし

て当社の連結子会社となっております。前年同期の比較対象となる前第２四半期連結累計期間では、デジタルメ

ディアは、連結子会社ではありません。

 また、平成27年３月27日より、株式会社ジークホールディングス（以下ジーク）と同社の子会社９社を含む合計

10社（その後平成27年４月１日、子会社同士の合併があったことから、現在ではジークと同社の子会社８社を含む

合計９社（以下ジークグループ））が連結子会社となっております。すなわち、前第２四半期連結累計期間では、

当社のジーク株式持分比率が29.4％であったことから、ジークグループは当社の持分法適用関連会社でしたが、当

第２四半期連結累計期間では持分比率が59.9％となり、ジークグループは当社の連結子会社となっております。

 さらに、平成27年７月に当社100％出資により設立したセンスシングスジャパン株式会社（以下センス社）は、

同年７月にイデアクロス株式会社よりIoT製品の企画開発事業を譲受け、営業を開始しています。

 この結果、当第２四半期連結累計期間における売上高は、11,166,324千円（前年同期比87.3％増）、営業利益

は、584,770千円（前年同期比31.4％増）となり、経常利益は、573,533千円（前年同期比27.3％増）、親会社株主

に帰属する四半期純利益は、295,763千円（前年同期比16.2％増）となりました。

 

各セグメントの業績は次のとおりです。

 

①　情報サービス事業

　情報サービス事業では、売上高は9,980,951千円（「セグメント間の内部売上高又は振替高」を含まない外部

顧客への売上高（以下同じ））（前年同期比94.5％増）となりました。

　前述のとおり、デジタルメディアは、平成27年１月１日より、ジークグループは平成27年３月27日より連結加

入しております。当社では、デジタルメディア及びジークグループ並びにセンス社を「情報サービス事業」セグ

メントに分類しております。

 ジークグループ連結加入前の当社グループ（以下旧当社グループ）では、従来、中途採用を主としており、新

卒採用は若干名の採用となっておりました。一方、ジークグループでは平成26年４月採用49名、平成27年４月採

用68名と積極的に新卒採用を行っています。新卒採用においては、採用時点から２、３ヶ月の期間に研修をし、
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その後、各案件へと配属されます。したがって、新卒採用者は、第１四半期では、ほぼ稼動が見込めず、原価率

を押し上げる要因となります。特にジークグループでは、新卒採用者の人数が多いため、例年、第１四半期の原

価率が悪化し、第２四半期から徐々に回復するという傾向にあります。また、新卒採用者を加味しない場合で

も、ジークグループでは、旧当社グループに比して比較的原価率が高い傾向にあります。したがって、当第２四

半期連結累計期間では期初からジークグループは連結寄与していますが、売上高の寄与度に対して、利益の寄与

は低調となっています。

 また、旧当社グループでは、新しい技術の適用を積極的に手がけており、できるだけ多くの技術者が習熟でき

るよう、品質を確保できるよう手厚く人財を投入した案件があり、原価率を押し上げる結果となりました。

 その結果、セグメント利益は、817,369千円（前年同期比6.3％増）となりました。

 

 以下では、情報サービス事業における売上高と概況を部門別に記載します。

（ビジネス・ソリューション部門）

　一般事業法人様向け基幹システム刷新にかかる基盤構築案件は、一時期に比べるとひと段落しましたが、お

客様企業が広がり引き続き好調です。また、基幹システム刷新への標準化支援・参加技術者に対する教育訓練

業務をパックで提供するサービスが始まりだしました。業務遂行や業務管理向けソフトウエアの開発案件はプ

ロジェクト管理ツールによる技術支援コンサルティングが堅調です。ビッグデータを利用したWeb上での行動

分析や情報資産のクラウド上での一元管理を通じたお客様企業の売上向上、経費削減ソリューションは引き続

き一定の案件を受けております。

 音楽配信・映像配信ソリューションでは、当社グループ独自のDRMエージェント（著作権管理された動画や

音楽をスマートフォン上で再生するミドルウエア）の販売、クラウド化、高速化といったトータルソリュー

ションが引き続き堅調です。

 また、前第２四半期連結累計期間では、連結対象となっていなかったデジタルメディア、ジークグループの

ニュートラル株式会社、シアルシステム株式会社、株式会社アクロックス、株式会社エヌティ・ソリューショ

ンズ、日本ユニテック株式会社（平成27年４月１日付で、ニュートラル株式会社によって吸収合併）の６社

は、当第２四半期連結累計期間では、期初より連結対象となっており、ビジネス・ソリューション部門に分類

しています。

 その結果、当第２四半期連結累計期間における売上高は7,204,861千円（前年同期比53.9％増）となりまし

た。

（エンジニアリング・ソリューション部門）

　前第２四半期連結累計期間において連結対象となっていなかったジークグループのテクノライクス株式会

社、株式会社コーワメックス、KOWAMEX(THAILAND)Co.,Ltd.の３社は、当第２四半期連結累計期間において

は、期初より連結対象となっており、エンジニアリング・ソリューション部門に分類しています。また、本年

７月に設立したセンス社もエンジニアリング・ソリューション部門に分類しています。

 例年、年度初めの時期は、研究開発投資が低調になる傾向があります。しかし、当第２四半期連結累計期間

では、比較的堅調です。これは、自動車製造の共通規格であるAutosarや安全系の研究開発支援が拡大しつつ

あること、ハードウエア開発を含む産業用ロボット向けの技術支援、大手無線事業会社の装置設計への技術支

援が好調であることによります。また、モデルベースシステムズエンジニアリング（Model-Based Systems

Engineering：開発過程で検討対象となるあらゆるものをモデル化して取り扱う考え方で、複数のシステムが

互いに関連しあってサービスを提供するような複雑なシステムを構築するのに有用な手法。航空機やロケット

など、大規模で複雑な開発プロジェクトで実績を持つトップダウン型の開発手法。）支援業務を受注するなど

業務分野の拡大に努めています。

 その結果、当第２四半期連結累計期間における売上高は、2,629,138千円（前年同期は327,859千円）となり

ました。
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（教育ソリューション部門）

　システム事業社向け新人教育が例年通り堅調です。コースウエアの刷新を図ってまいりましたアジャイル開

発や、公共向け人材育成及び反復型開発理論の実践コース等が安定して好評です。中堅教育や旧来技術の技術

者をJava技術者へ転換する教育などの営業強化を図っています。また、従来教育事業からの脱却を図るべく、

新しい教育手法（反転学習や動画配信等）を取り入れたコースを拡充し、新しい顧客の開拓を行っておりま

す。

 また、大型基幹システムの刷新構築案件での標準化支援・参加技術者に対する教育訓練業務をパックで提供

するサービスを開始しており、教育訓練に関する新規の受注を得ております。

 その結果、当第２四半期連結累計期間における売上高は、146,951千円（前年同期比21.5％増）となりまし

た。

②　半導体事業

　日本の半導体メーカーでは、円安による経済環境の変化の他、スマートフォンやタブレットPC等の需要を背景

に生産が回復し、景気回復基調が継続しており、新規の設備投資も継続しています。これは、半導体製造を請

負ってその製造を専業として行う半導体製造メーカー（いわゆるファウンドリ）やマイクロプロセッサ（MPU：

論理演算を司る素子、これに対して記憶を司るのがメモリ。）メーカーの底堅い投資に加え、好調なデバイス需

要を反映して、メモリメーカーが積極的な投資を行っていることが要因といえます。

 このような状況の下、アプライドマテリアルズジャパン株式会社からの装置搬入・立ち上げ、保守・メンテナ

ンス業務の受注確保に努めるとともに、オランダに本部を置くエーエスエムエル・ジャパン株式会社からの保

守・メンテナンス業務の更なる案件獲得を目指しています。また、今期より３Ｄプリンターのメンテナンス案件

受注を開始し、新たな産業機械の分野に進出できるよう注力しています。

 一方で、半導体製造工場におけるファクトリーオートメーション化の各種ソフトウエア開発等に注力しつ

つ、半導体工場のホストコンピュータと半導体製造装置をオンライン化し、制御及び解析を行うソフトウエア

（自社製品：J+Bridge）の受注拡大に注力しました。

 また、国内半導体メーカーからの半導体製造装置の修理、部品の販売に加え、中古半導体製造装置の選定、据

付から稼動までの一連のコンサルタント及び実作業を手がけ、新たなサービスの提供を行っております。

 これら一連の業務について、海外の半導体製造メーカーに対しても横展開できるようアプローチを行っており

ます。

 その結果、当第２四半期連結累計期間における売上高は、1,185,372千円（前年同期比42.8％増）、セグメン

ト利益は188,992千円（前年同期比98.3％増）となりました。

 

(2）財政状態の分析

   資産、負債及び純資産の状況

①　資産

　流動資産は、前連結会計年度末に比べて、0.3％減少し、9,402,381千円となりました。これは、主として、

売掛金の回収が進んだことなどにより「受取手形及び売掛金」が299,274千円減少したことなどによります。

　固定資産は、前連結会計年度末に比べて、10.4％増加し、3,134,964千円となりました。これは、主とし

て、工具、器具及び備品の増加などにより「有形固定資産」が165,066千円増加したことなどによります。

　この結果、総資産は、前連結会計年度末に比べて、2.1％増加し、12,537,346千円となりました。

②　負債

　流動負債は、前連結会計年度末に比べて、11.4％減少し、5,723,920千円となりました。これは、主とし

て、消費税等の納付を行ったことなどにより流動負債の「その他」に含まれる未払消費税等が325,682千円減

少したことなどによります。

　固定負債は、前連結会計年度末に比べて、114.2％増加し、1,397,983千円となりました。これは、主とし

て、銀行借入の増加などにより「長期借入金」が729,960千円増加したことなどによります。

　この結果、負債合計は、前連結会計年度末に比べて、0.2％増加し、7,121,904千円となりました。

③　純資産

　純資産合計は、前連結会計年度末に比べて4.9％増加し、5,415,442千円となりました。これは、主として親

会社株主に帰属する四半期純利益が295,763千円であったことと、105,591千円の配当を行ったことなどにより

「利益剰余金」が190,171千円増加したことなどによります。

 

(3）キャッシュ・フローの状況の分析

 当第２四半期連結会計期間末における現金及び現金同等物（以下「資金」という）は、前第２四半期連結累計期

間に比べて、2,863,698千円増加し、4,601,120千円となりました。
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①　営業活動によるキャッシュ・フロー

 当第２四半期連結累計期間における営業活動の結果41,081千円(前年同期比40,056千円収入が減)の資金が得ら

れました。主な増加要因は、税金等調整前四半期純利益567,435千円、売上債権の減少額285,291千円などです。

一方、主な減少要因は、法人税等の支払額462,354千円、未払又は未収消費税等の減少額338,873千円などであり

ます。

 

②　投資活動によるキャッシュ・フロー

 当第２四半期連結累計期間における投資活動の結果387,160千円(前年同期比174,822千円支出が増)の資金を支

出しました。これは、主として事業譲受による支出183,000千円などがあったものによります。

 

③　財務活動によるキャッシュ・フロー

 当第２四半期連結累計期間における財務活動の結果474,684千円(前年同期比243,326千円収入が増)の資金が得

られました。これは、主として長期借入れによる収入1,000,000千円などがあったものによります。

 

(4）事業上及び財務上の対処すべき課題

 当第２四半期連結累計期間において、当連結会社の事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更及び新たに

生じた課題はありません。

 

(5）研究開発活動

　当第２四半期連結累計期間におけるグループ全体の研究開発活動の金額は、1,423千円であります。

　また、当第２四半期連結累計期間における研究開発活動の状況の変更内容は、次のとおりであります。

（情報サービス事業）

　産業ロボットにおけるモデルベース開発に基づく開発手法の研究に取り組み始めました。

少ない試作で効率的に実機を開発するための評価手法、性能改善手法を確立し、量産に資する設計に向けて研究を

進めております。

 

(6）経営成績に重要な影響を与える要因及び経営戦略の現状と見通し

　当社グループを取り巻く事業環境については、情報サービス事業では、景気回復基調にあります。また、半導

体事業においても、国内半導体製造事業が回復しております。

　いずれの事業区分におきましても、人手不足であり、当社グループでは、優秀なエンジニアを積極的に採用でき

るよう努めております。しかし、必ずしも、計画通りに人材採用ができておりません。もちろん、人材の採用計画

が未達成であっても、各案件の契約内容などを工夫し、利益計画は達成できるよう最大限の努力を払ってまいりま

す。

　当社グループでは、今後ともM&Aを積極的に行ってまいります。これは、上述の人材確保の代替策であるととも

に、当社グループの即時的な売上規模の拡大をもたらします。その上で当社では、新規に当社グループに参画した

会社と、既存のグループ会社のシナジーをより拡大し最大限となるよう努めてまいります。すなわち、M&Aにより

当社グループに参画した会社は、すぐさま一定程度の売上高と利益を当社グループに寄与するものの、必ずしも効

率的な経営とは言えず、利益率が凡庸な場合が多く見られます。そこで、経営手法の見直しをホールディングカン

パニー、当該会社とが協力して行い、さらには、当社グループの既存各社と当該新参画企業とが新たなシナジーを

生み出して、より高付加価値企業体質へと変革していくことで更なる利益貢献につなげていくこととなります。当

社では、そのようなシナジーが生まれるよう様々な工夫をしてまいります。特に、平成26年４月１日から今日まで

の１年強の間に12社が新規に連結子会社として当社グループに参画しています。これらの会社は、まだまだ改善の

余地の大きい、のびしろのある優秀な企業です。当社では、既存子会社をも含め、これらの企業群が更なる高みに

到達できるよう利益体質の改善を行っていくことが重要な課題となります。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 67,200,000

計 67,200,000

 

 

②【発行済株式】

種類
第２四半期会計期間末
現在発行数（株）
(平成27年９月30日)

提出日現在
発行数（株）

(平成27年11月13日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 19,124,400 19,124,400
東京証券取引所

市場第一部

完全議決権株式であり、権利内

容に何ら限定のない当社におけ

る標準となる株式であり、単元

株式数は100株であります。

計 19,124,400 19,124,400 － －

（注）　提出日現在の発行数には、平成27年11月１日からこの四半期報告書提出日までの新株予約権の行使により発行

された株式数は、含まれておりません。

 

（２）【新株予約権等の状況】

 該当事項はありません。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

 該当事項はありません。

 

（４）【ライツプランの内容】

 該当事項はありません。

 

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
（株）

発行済株式
総数残高
（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金
増減額
（千円）

資本準備金
残高
（千円）

平成27年７月１日～

平成27年９月30日(注)１
6,000 19,124,400 360 852,855 360 1,236,375

（注）新株予約権（ストック・オプション）の行使による増加であります。
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（６）【大株主の状況】

  平成27年９月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（株）

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合（％）

情報技術開発株式会社 東京都新宿区西新宿六丁目８番１号 3,079,200 16.10

日本トラスティ・サービス信託

銀行株式会社（信託口、信託口

１、信託口２、信託口３、信託

口４、信託口５、信託口６）

東京都中央区晴海一丁目８番11号 1,319,500 6.90

松本　修三 横浜市都筑区 375,600 1.96

荻原　紀男 川崎市麻生区 295,200 1.54

渡辺　正博 千葉県鴨川市 277,600 1.45

豆蔵グループ従業員持株会

理事長 山田 雅彦
東京都新宿区西新宿二丁目１番１号 270,900 1.42

日本生命保険相互会社 東京都千代田区丸の内１丁目６番６号 210,000 1.10

岩崎　泰次 静岡市駿河区 197,500 1.03

和田　成史 東京都港区 188,000 0.98

株式会社ＳＢＩ証券 東京都港区六本木一丁目６番１号 170,300 0.89

計 － 6,383,800 33.38

（注）１．上記のほか、当社が保有している自己株式1,506,600株（発行済株式総数に対する所有株式の割合：

7.88％）があります。

　　　２．日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社の所有する株式数は、全て信託業務（信託口が529,400株、信

託口１が172,900株、信託口２が114,800株、信託口３が155,500株、信託口４が30,400株、信託口５が

158,300株、信託口６が158,200株）に係るものです。
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（７）【議決権の状況】

①【発行済株式】

平成27年９月30日現在
 

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等）
（自己保有株式）

普通株式　1,506,600
－

権利内容に何ら限定のない当社

における標準となる株式

完全議決権株式（その他） 普通株式 17,616,400 176,164 同上

単元未満株式 普通株式　　　1,400 － １単元（100株）未満の株式

発行済株式総数 19,124,400 － －

総株主の議決権 － 176,164 －

 

②【自己株式等】

平成27年９月30日現在
 

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式
総数に対する
所有株式数の
割合（％）

（自己保有株式）

株式会社豆蔵ホールディングス

東京都新宿区西新

宿二丁目１番１号
1,506,600 － 1,506,600 7.88

計 － 1,506,600 － 1,506,600 7.88

 

 

２【役員の状況】

 該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１ 四半期連結財務諸表の作成方法について

 当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号）に基づいて作成しております。

 

２ 監査証明について

 当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第２四半期連結会計期間（平成27年７月１日から平

成27年９月30日まで）及び第２四半期連結累計期間（平成27年４月１日から平成27年９月30日まで）に係る四半期連

結財務諸表について、新日本有限責任監査法人による四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】

(1)【四半期連結貸借対照表】

  （単位：千円）

 
前連結会計年度
(平成27年３月31日)

当第２四半期連結会計期間
(平成27年９月30日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 4,517,319 4,650,191

受取手形及び売掛金 3,981,810 3,682,535

商品及び製品 150,740 103,744

仕掛品 145,763 217,741

その他 645,380 753,084

貸倒引当金 △6,962 △4,916

流動資産合計 9,434,051 9,402,381

固定資産   

有形固定資産 289,428 454,495

無形固定資産   

のれん 1,192,059 1,213,538

その他 247,635 245,592

無形固定資産合計 1,439,695 1,459,130

投資その他の資産   

投資有価証券 315,174 351,323

その他 830,996 904,770

貸倒引当金 △34,795 △34,755

投資その他の資産合計 1,111,375 1,221,338

固定資産合計 2,840,499 3,134,964

資産合計 12,274,551 12,537,346
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  （単位：千円）

 
前連結会計年度
(平成27年３月31日)

当第２四半期連結会計期間
(平成27年９月30日)

負債の部   

流動負債   

買掛金 748,527 541,869

短期借入金 2,855,600 2,680,000

1年内返済予定の長期借入金 348,560 391,120

未払法人税等 422,921 250,897

賞与引当金 376,428 490,957

引当金 22,123 48,742

その他 1,684,359 1,320,333

流動負債合計 6,458,520 5,723,920

固定負債   

長期借入金 430,534 1,160,494

引当金 8,664 9,047

退職給付に係る負債 86,441 89,579

その他 127,034 138,863

固定負債合計 652,675 1,397,983

負債合計 7,111,195 7,121,904

純資産の部   

株主資本   

資本金 851,701 852,855

資本剰余金 1,235,221 1,236,375

利益剰余金 2,300,616 2,490,788

自己株式 △119,453 △119,453

株主資本合計 4,268,087 4,460,566

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 39,553 68,497

為替換算調整勘定 6,206 10,097

その他の包括利益累計額合計 45,759 78,595

新株予約権 20,375 19,680

非支配株主持分 829,133 856,599

純資産合計 5,163,355 5,415,442

負債純資産合計 12,274,551 12,537,346
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（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第２四半期連結累計期間】

  （単位：千円）

 
前第２四半期連結累計期間
(自　平成26年４月１日
　至　平成26年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　平成27年４月１日
　至　平成27年９月30日)

売上高 5,960,180 11,166,324

売上原価 4,350,141 8,559,584

売上総利益 1,610,038 2,606,739

販売費及び一般管理費 ※ 1,164,979 ※ 2,021,968

営業利益 445,058 584,770

営業外収益   

受取配当金 2,042 7,944

負ののれん償却額 3,802 －

持分法による投資利益 5,270 －

その他 3,501 10,594

営業外収益合計 14,617 18,538

営業外費用   

支払利息 8,251 16,662

為替差損 － 10,653

その他 924 2,459

営業外費用合計 9,176 29,776

経常利益 450,500 573,533

特別利益   

投資有価証券売却益 714 －

保険解約返戻金 51 5,468

その他 301 42

特別利益合計 1,067 5,510

特別損失   

子会社株式評価損 － 8,389

会員権評価損 3,287 －

その他 517 3,219

特別損失合計 3,804 11,608

税金等調整前四半期純利益 447,762 567,435

法人税、住民税及び事業税 179,431 290,684

法人税等調整額 13,743 △63,262

法人税等合計 193,174 227,421

四半期純利益 254,587 340,013

非支配株主に帰属する四半期純利益 － 44,249

親会社株主に帰属する四半期純利益 254,587 295,763
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【四半期連結包括利益計算書】

【第２四半期連結累計期間】

  （単位：千円）

 
前第２四半期連結累計期間
(自　平成26年４月１日
　至　平成26年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　平成27年４月１日
　至　平成27年９月30日)

四半期純利益 254,587 340,013

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 19,539 28,944

為替換算調整勘定 △885 3,891

持分法適用会社に対する持分相当額 △1,308 －

その他の包括利益合計 17,345 32,835

四半期包括利益 271,933 372,849

（内訳）   

親会社株主に係る四半期包括利益 271,933 328,599

非支配株主に係る四半期包括利益 － 44,249
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(3)【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】

  （単位：千円）

 
前第２四半期連結累計期間
(自　平成26年４月１日
　至　平成26年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　平成27年４月１日
　至　平成27年９月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前四半期純利益 447,762 567,435

減価償却費 41,510 72,918

のれん償却額 59,566 76,110

貸倒引当金の増減額（△は減少） 11 △2,086

受取利息及び受取配当金 △2,219 △8,683

支払利息 8,251 16,662

持分法による投資損益（△は益） △5,270 －

売上債権の増減額（△は増加） 128,727 285,291

たな卸資産の増減額（△は増加） △432,186 △89,142

仕入債務の増減額（△は減少） 94,804 △206,823

賞与引当金の増減額（△は減少） 28,171 114,529

未払金及び未払費用の増減額（△は減少） △187,512 △153,499

未払又は未収消費税等の増減額 52,822 △338,873

その他 135,035 179,545

小計 369,475 513,383

利息及び配当金の受取額 2,222 8,687

利息の支払額 △8,258 △18,634

法人税等の支払額又は還付額（△は支払） △282,301 △462,354

営業活動によるキャッシュ・フロー 81,137 41,081

投資活動によるキャッシュ・フロー   

有形固定資産の取得による支出 △16,986 △154,273

投資有価証券の売却による収入 1,656 －

無形固定資産の取得による支出 △2,730 △25,076

関係会社株式の取得による支出 △1,854 －

事業譲受による支出 － △183,000

差入保証金の差入による支出 △8,059 △22,683

差入保証金の回収による収入 170 45,056

連結の範囲の変更を伴う子会社株式の取得による

支出
△141,415 －

その他 △43,117 △47,182

投資活動によるキャッシュ・フロー △212,338 △387,160

財務活動によるキャッシュ・フロー   

短期借入れによる収入 1,721,250 2,090,000

短期借入金の返済による支出 △1,539,160 △2,265,600

長期借入れによる収入 250,000 1,000,000

長期借入金の返済による支出 △147,474 △227,480

株式の発行による収入 49,267 1,612

配当金の支払額 △102,525 △106,341

その他 － △17,507

財務活動によるキャッシュ・フロー 231,358 474,684

現金及び現金同等物に係る換算差額 208 △27

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 100,366 128,577

現金及び現金同等物の期首残高 1,637,055 4,472,542

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※ 1,737,422 ※ 4,601,120
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【注記事項】

（連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更）

 連結の範囲の重要な変更

 第１四半期連結会計期間より、連結子会社であった日本ユニテック株式会社は、連結子会社であるニュートラル

株式会社を存続会社とする吸収合併により消滅したため、連結の範囲から除外しております。

　また、当第２四半期連結会計期間において、センスシングスジャパン株式会社を新たに設立したため、連結の範

囲に含めております。

 

 

（会計方針の変更）

（企業結合に関する会計基準等の適用）

　「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号　平成25年９月13日。以下「企業結合会計基準」とい

う。）、「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22号　平成25年９月13日。以下「連結会計基準」とい

う。）及び「事業分離等に関する会計基準」（企業会計基準第７号　平成25年９月13日。以下「事業分離等会計基

準」という。）等を第１四半期連結会計期間から適用し、支配が継続している場合の子会社に対する当社の持分変動

による差額を資本剰余金として計上するとともに、取得関連費用を発生した連結会計年度の費用として計上する方法

に変更しております。また、第１四半期連結会計期間の期首以後実施される企業結合については、暫定的な会計処理

の確定による取得原価の配分額の見直しを企業結合日の属する四半期連結会計期間の四半期連結財務諸表に反映させ

る方法に変更しております。加えて、四半期純利益等の表示の変更及び少数株主持分から非支配株主持分への表示の

変更を行っております。当該表示の変更を反映させるため、前第２四半期連結累計期間及び前連結会計年度について

は、四半期連結財務諸表及び連結財務諸表の組替えを行っております。

　企業結合会計基準等の適用については、企業結合会計基準第58－２項(4)、連結会計基準第44－５項(4)及び事業分

離等会計基準第57－４項(4)に定める経過的な取扱いに従っており、第１四半期連結会計期間の期首時点から将来に

わたって適用しております。

　この結果、当第２四半期連結累計期間の営業利益、経常利益及び税金等調整前四半期純利益はそれぞれ2,219千円

減少しております。
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（四半期連結貸借対照表関係）

       該当事項はありません。

 

 

（四半期連結損益計算書関係）

※ 販売費及び一般管理費の主なものは、次のとおりであります。

 
　前第２四半期連結累計期間
（自 平成26年４月１日
　　至 平成26年９月30日）

　当第２四半期連結累計期間
（自 平成27年４月１日
　　至 平成27年９月30日）

給与手当 324,827千円 550,246千円

役員報酬 173,880 309,167

賞与引当金繰入額 8,930 30,643

 

 

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

※ 現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係は下記の

とおりであります。

 
前第２四半期連結累計期間
（自 平成26年４月１日
至 平成26年９月30日）

当第２四半期連結累計期間
（自 平成27年４月１日
至 平成27年９月30日）

現金及び預金 1,870,264千円 4,650,191千円

預入期間が３か月を超える定期預金 △132,841 △103,858

流動資産その他（預け金） － 54,788

現金及び現金同等物 1,737,422 4,601,120
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（株主資本等関係）

Ⅰ 前第２四半期連結累計期間（自 平成26年４月１日 至 平成26年９月30日）

(1）配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額

（千円）

１株当たり

配当額（円）
基準日 効力発生日 配当の原資

平成26年６月20日

第15回定時株主総会
普通株式 104,670 6 平成26年３月31日 平成26年６月23日 利益剰余金

 

(2）基準日が当連結会計年度の開始の日から当四半期連結会計期間末までに属する配当のうち、配当の効力

発生日が当四半期連結会計期間の末日後となるもの

 該当事項はありません。

 

Ⅱ 当第２四半期連結累計期間（自 平成27年４月１日 至 平成27年９月30日）

(1）配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額

（千円）

１株当たり

配当額（円）
基準日 効力発生日 配当の原資

平成27年６月19日

第16回定時株主総会
普通株式 105,591 6 平成27年３月31日 平成27年６月22日 利益剰余金

 

(2）基準日が当連結会計年度の開始の日から当四半期連結会計期間末までに属する配当のうち、配当の効力

発生日が当四半期連結会計期間の末日後となるもの

 該当事項はありません。
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ　前第２四半期連結累計期間（自 平成26年４月１日 至 平成26年９月30日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

    （単位：千円）

 報告セグメント
調整額

（注１）

四半期連結損益

計算書計上額

（注２）
 

情報サービス

事業
半導体事業 計

売上高      

外部顧客への売上高 5,130,311 829,868 5,960,180 － 5,960,180

セグメント間の内部売上高又は振替高 3,260 － 3,260 △3,260 －

計 5,133,571 829,868 5,963,440 △3,260 5,960,180

セグメント利益 768,704 95,316 864,021 △418,962 445,058

（注）１　セグメント利益の調整額は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費等の全社費用となっております。

　　　２　セグメント利益は四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

 

２．報告セグメントごとの資産に関する情報

　第１四半期連結会計期間において、株式会社メノックスの株式を取得し、新たに連結の範囲に含めておりま

す。

　これにより、当該連結加入時に報告セグメントの資産の金額は、「情報サービス事業」において454,191千円

増加しております。

 

Ⅱ　当第２四半期連結累計期間（自 平成27年４月１日 至 平成27年９月30日）

　報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

    （単位：千円）

 報告セグメント
調整額

（注１）

四半期連結損益

計算書計上額

（注２）
 

情報サービス

事業
半導体事業 計

売上高      

外部顧客への売上高 9,980,951 1,185,372 11,166,324 － 11,166,324

セグメント間の内部売上高又は振替高 3,860 － 3,860 △3,860 －

計 9,984,811 1,185,372 11,170,184 △3,860 11,166,324

セグメント利益 817,369 188,992 1,006,361 △421,591 584,770

（注）１　セグメント利益の調整額は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費等の全社費用となっております。

　　　２　セグメント利益は四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。
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（企業結合等関係）

取得による企業結合

１．企業結合の概要

（1）相手先企業の名称及び取得した事業

相手先企業の名称   イデアクロス株式会社

事業の内容         IoT分野の各種製品及びサービスの企画、開発、販売

（2）企業結合を行った主な理由

当社グループは、今後期待値の高いクラウドサービスやスマートデバイス、ビッグデータといった新たな技

術領域において、水道管理のクラウドシステムプロジェクト、自動車関連基盤技術の提供、G空間を利用した位

置計測を始めとする様々な案件を通してIoT時代に即した技術支援を積極的に行ってまいりました。一方、イデ

アクロス株式会社は、車両故障診断機や決済機能を搭載した業務用タブレット、電子マネー対応の認証型コン

セント端末等ハードウエアとソフトウエア両方の知識やノウハウを基にIoT製品の企画開発を続けてまいりまし

た。特に車両故障診断機であるAllcardiaは、スキャンツールとして、1,000車種以上の自動車に対応している

製品となっております。スキャンツールとは、電子化が進む自動車分野において自動車電子制御装置等の故障

の検知・整備に必要不可欠なものであり、自動車の電子制御状態を「見える化」する機器です。このような状

況の下、当社は、当該事業譲受により車両故障診断機、ドライブレコーダー及び高機能業務用タブレット等IoT

製品の企画開発機能を持つことでグループ企業との連携を図り、今後IoT市場への事業展開を加速するために、

新会社であるセンスシングスジャパン株式会社を立ち上げ、事業の譲受先とすることといたしました。

（3）企業結合日

平成27年７月31日

（4）企業結合の法的形式

事業譲受

（5）結合後企業の名称

センスシングスジャパン株式会社

（6）取得企業を決定するに至った主な根拠

現金を対価とする事業譲受であるためであります。

 

２．四半期連結累計期間に係る四半期連結損益計算書に含まれる取得した事業の業績の期間

   平成27年８月１日から平成27年９月30日まで

 

３．取得した事業の取得原価及び対価の種類ごとの内訳

取得の対価 現金 183,000千円

取得原価  183,000

 

４．発生したのれんの金額、発生原因、償却方法及び償却期間及び発生原因

（1）発生したのれんの金額

97,588千円

（2）発生原因

センスシングスジャパン株式会社において、今後の事業展開により期待される将来の超過収益力でありま

す。

（3）償却方法及び償却期間

６年間にわたる均等償却
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（１株当たり情報）

　１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎

は、以下のとおりであります。

 
前第２四半期連結累計期間
（自 平成26年４月１日
至 平成26年９月30日）

当第２四半期連結累計期間
（自 平成27年４月１日
至 平成27年９月30日）

(1）１株当たり四半期純利益金額 14円53銭 16円79銭

（算定上の基礎）   

親会社株主に帰属する四半期純利益金額

（千円）
254,587 295,763

普通株主に帰属しない金額（千円） ― ―

普通株式に係る親会社株主に帰属する四半期純

利益金額（千円）
254,587 295,763

普通株式の期中平均株式数（株） 17,517,563 17,610,829

(2）潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額 14円17銭 16円41銭

（算定上の基礎）   

親会社株主に帰属する四半期純利益調整額

（千円）
― ―

普通株式増加数（株） 444,006 411,628

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当

たり四半期純利益金額の算定に含めなかった潜在株

式で、前連結会計年度末から重要な変動があったも

のの概要

― ―
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（重要な後発事象）

　 （連結子会社間の合併）

 当社は、平成27年10月29日開催の取締役会において、当社の連結子会社（出資比率100％）である株式会社メノック

スと株式会社デジタルメディア研究所が合併することを決議し、連結子会社の両社が合併契約を締結いたしました。

 

１．結合当事企業の名称及び当該事業の内容

 存続会社 消滅会社

商号 株式会社メノックス 株式会社デジタルメディア研究所

事業内容
技術支援サービス、ソフトウエア

受託開発
技術支援サービス、システム開発

設立年月日 昭和58年12月14日 平成12年８月２日

本店所在地
東京都新宿区西新宿二丁目７番１

号

宮城県仙台市青葉区本町二丁目10

番33号

代表者
代表取締役社長

出合　章彦

代表取締役社長

出合　章彦

資本金 47,000千円 35,000千円

決算期 ３月 ３月

大株主および持株比率 当社（100％） 当社（100％）

 

２．企業結合日

   平成28年１月１日（予定）

 

３．企業結合の法的形式

   株式会社メノックスを存続会社とする吸収合併方式で、株式会社デジタルメディア研究所は解散いたします。な

お、本合併は当社100％出資の連結子会社間の合併であるため、これに伴う当社に対する合併対価の交付はありま

せん。

 

４．結合後企業の名称

   株式会社メノックス

 

５．取引の目的を含む取引の概要

   子会社の規模に見合った適正な経営管理体制を整備し、当社グループにおける経営の合理化・効率化を図るもの

であります。

 

６．実施する会計処理の概要

   「企業結合に関する会計基準」(企業会計基準第21号　平成25年９月13日)及び「企業結合会計基準及び事業分離

等会計基準に関する適用指針」(企業会計基準適用指針第10号　平成25年９月13日)に定める共通支配下の取引等に

該当し、これに基づく会計処理を実施する予定です。
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　 （子会社の解散）

 当社は、平成27年10月29日開催の取締役会において、連結子会社である碼媒卓軟件(上海)有限公司と非連結子会社で

ある碼媒卓軟件(厦門)有限公司を解散することを決議いたしました。

 

１．解散の理由

   当社は、当社グループ事業会社である株式会社豆蔵にて展開しておりますソフトウエアエンジニアリング支援

サービスのグローバル展開を図るため、平成22年９月中国上海市に子会社碼媒卓軟件（上海）有限公司を設立いた

しました。また、同社は平成23年８月に中国厦門市の碼媒卓軟件（厦門）有限公司を子会社化いたしました。両社

は、中国現地において高品質、短納期を実現するためのソフトウエアエンジニアリングサービスを積極的に提供し

てまいりました。この結果、中国企業向けの産業用ロボット開発の領域においては、ノウハウも蓄積され株式会社

豆蔵の主要技術領域の一つとなり成長を続けております。

   このような状況の下、中国の顧客から株式会社豆蔵への信頼が高まり、直接の取引が拡大し、上記２社の役割は

弱まってまいりました。つきましては、上記２社を解散し、中国におけるビジネスの拡大及びメカ、エレキ、ソフ

トウエアの協調設計に関する技術の深耕を株式会社豆蔵に集中して取り組んでいくことといたしました。

 

２．当該子会社の名称、事業内容及び持分比率
 

（1）名称 碼媒卓軟件(上海)有限公司 碼媒卓軟件(厦門)有限公司

（2）事業内容

中国現地でのソフトウエア研究開発

支援、品質管理、テスティングサー

ビス

同左

（3）持分比率 当社（100％） 碼媒卓軟件(上海)有限公司（100％）

 

３．解散及び清算の時期

   当社取締役会解散決議　平成27年10月29日

   清算の日程につきましては、現地の法律に従い必要な手続が完了次第、清算結了となる予定であります。

 

４．当該子会社の状況（平成27年６月30日現在）
 

（1）名称 碼媒卓軟件(上海)有限公司 碼媒卓軟件(厦門)有限公司

（2）資産総額 35,657千円 18,519千円

（3）負債総額 － 886千円

 

５．当該解散による会社の損失見込額

   当該子会社の解散に伴う損益への影響額につきましては軽微であります。

 

６．当該子会社の解散による営業活動等への影響

   当該子会社の解散に伴う営業活動等への影響は軽微であります。
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２【その他】

 該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
 該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書  

 

平成27年11月13日

株式会社豆蔵ホールディングス

取締役会 御中

 

新日本有限責任監査法人

 

 
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

 公認会計士 鈴 木　真一郎　 ㊞

 

 
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

 公認会計士 善 方 正 義  ㊞

 
 

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社豆蔵

ホールディングスの平成27年４月１日から平成28年３月31日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間（平成27年７

月１日から平成27年９月30日まで）及び第２四半期連結累計期間（平成27年４月１日から平成27年９月30日まで）に係る

四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書、四半期連

結キャッシュ・フロー計算書及び注記について四半期レビューを行った。

 

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

 経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財

務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を

作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対す

る結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠

して四半期レビューを行った。

四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認

められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

監査人の結論

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認

められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社豆蔵ホールディングス及び連結子会社の平成27年９月30日

現在の財政状態並びに同日をもって終了する第２四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に

表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

 

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以 上

 

(注) １.上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報告

書提出会社)が別途保管しております。

２.XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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